












































であるコンチネンタル・ベーキング社(Continental Baking Company Inc.)で
あった。この企業買収に引き続きＩＴＴコンチネンタル・ベーキング社は，
国内数地区で製パン業の略奪的買収行動に出たと伝えられ，これらの行動































































































































































































































































































































これはWard & Ward (バファロー), Ward Brothers,ｌｎｃ（ロチェスター），
Campbell Baking Ｃｏｍｐａｎy（カンサスシティ）を支配するため1922年２月
に設立された。その後この会社は，直接またはWard社, Campbell社を
通じて, Stroehmann Baking Company, Holland Baking Company, Cres-




























































































































































































































の中にはBrentwood Markets, Eagle Thrifty, Albertsons, Stop N Shop,







































































































































































































































































































































































































　アメリカ最大の卸売製パン会社Continental Baking Company は，1968
年にコングロマリット企業ＩＴＴ社の傘下に入りＩＴＴコンチネンタル・ベ
ーキング社となるが，同社は，主としてパンは「ワンダー」，ケーキは「ホ
ステス」のブランドで全国販売を行なうほか，「モートン」のブランドで
有名な冷凍食品，ポテトチップやコーンチップなどのスナック食品，「ソ
ールデットナットロール」「セブンアップバー」「ナットクディー」などの
キャンディの販売も行い，1972年の純売上高は８億6,500万ドル，ＩＴＴ社
に所有されず単独であれば国内165位にランクされる巨大企業となった。
同社は，30州およびワシントンＤＣで48の製パン所を経営し，白パンと
ロールパンの卸売り全米売上高の14.2％を占めた。しかし，競争が行なわ
れていた個々の地域市場におけるシェアはこれよりさらに高いことがしば
しばであり，うち２市場では50％を上回った52）。
　ＩＴＴコンチネンタル社は，その後1970年代を通じて大きな市場支配力
を持つコングロマリット企業の古典的特長を備え，40以上の個別地域市場
で活動し，多くの市場で重要な位置を占めた。しかし大コンチネンタル社
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であっても，親会社たる巨大コングロマリットＩＴＴ社の1972年の総収入
86億ドル，４億8,200万ドルの純益に比較すると10％以下の年収を持つに
過ぎない。 ITT コンチネンタル社は，単に競争相手である最大の卸売製
パン企業を凌駕しただけでなく，全卸売製パン業界を窮地に追い込むこと
ができた。それは，コンチネンタルと最大の競争相手との資力の格差によ
り，ＩＴＴコンチネンタル社が競争する他の会社では実施することのでき
ない企業コンダクトの選択権を得たことによる。
3.イングリス社対ＩＴＴコンチネンタル・ベーキング社事件判決（1971年
に提訴，1981年に判決）当時，原告イングリス社，被告ＩＴＴコンチネンタ
ル社とも，ノーザン・カリフォルニア地域で白パン（食パン）を自社ブラ
ンドおよびプライベート・ブランドで卸売り販売していた。被告は，全米
最大のパン製造・販売会社であり，自己「ワンダー」ブランドの白パン価
格よりも低い価格でノーザン・カリフォルニア市場において食品チェイン
ストアにプライべート・ブランドの白パン販売を開始したうえ，この価格
を19セントから18セントに下げ，さらに1972年に17.2セントまで引き下げ，
その価格を1973年夏まで維持した。原告は，累積赤字により1976年に倒産
したが，被告が競争を排除する目的で差別的かつ略奪的低価格設定を長期
にわたり実施しており，この行為はシャーマン法弟２条およびクレイトン
法弟２条（ａ）項に違反するとして損害賠償を求めて提訴した。またこの当時，
セーフウェイなどの大手チェインストアも白パン製造を開始して自社ブラ
ンドで販売を行なうなどの事情があり，同地域においてはパン製造能力が
過剰となっていた。
　この事件で控訴審は，価格設定の違法性について限界費用または平均変
動費が弟一次的な基準となるとした経済学者アリーダ＝ターナー準則を受
け入れたうえ，次のような基準を設定した。その基準とは，①被告の価格
が平均変動費を下回っている場合には，被告がその価格についての事業上
の正当理由を立証する責任を負い，②被告の価格が平均変動費を上回り。
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平均総費用を下回っている場合には原告が被告の略奪的意図または現実の
競争への損害を立証する責任を負う，というものである。そのうえで控訴
審は，イングリス社がコンチネンタルの価格が多くの場合に平均総費用を
下回っていることを立証することに成功したけれども，その価格が平均変
動費を下回っていること，またはコンチネンタルの価格の利益が予定され
た競争を排除する傾向に依存していることにより，同社が略奪的意図を有
することを立証するに充分な証拠を提出していないとして，原告の訴えを
棄却した。
4.シャーマン法第２茶は独占の企てを禁止しているが，独占の企ての訴
因には３つの要素がある。すなわち，①略奪的または反競争的なコンダク
ト，②特定の意図，③危険な成功の見込みである。多くの裁判所は，この
３要素のうちの決定的なものは略奪的コンダクトであるとの見解を取って
いるが，他の２要素はこれから推論されるからである。さらに裁判所は，
ある特定の種類のコンダクトが略奪的であるかどうかは，価格が限界コス
トと平均総費用との間にあって，かつ独占化の意図を示す証拠も存在する
場合に生ずるとの見解を下した。ITT コンチネンタル社の独占の企てに
対する訴訟は，民間当事者（イングリス社）による告発が先行したが,FTC
による訴訟もこれに続いた。
　ＦＴＣは1974年，ＩＴＴ社およびその完全所有子会社コンチネンタル・ベ
ーキング社に対しＦＴＣ法第５茶およびクレイトン法弟２茶（ａ）項違反で告
発し，ベーキング社は５つの地域で白パンの販売市場を独占しようと企て，
これらの市場で差別的価格の実践に従事して競争的損害の原因になったと
主張した。1981年のＦＴＣ審判官M.J.ブラウンによる仮決定は，ＩＴＴコ
ンチネンタル社の多数市場におよぶコングロマリットの力がコンチネンタ
ルの略奪的なコスト割れ販売を行なう能力の源泉であることを明確に認め，
ＩＴＴ社に対しコンチネンタルの分離を命ずると伴に，コンチネンタルを
財政的に自立的な地域的卸売製パン企業として再編成するように勧告した。
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しかし, FTCの審判官ブラウンは1984年，イングリス社対ＩＴＴコンチネ
ンタル社事件判決（1981年）や1980年代に入って略奪的価格設定や売手段
階の価格差別を理由とする三倍額損害賠償請求訴訟で原告が勝訴した事例
は極めて少ないことなどを勘案して，先のM. J.ブラウンによる仮決定を
取り消し，告訴委員会の訴えを否定し，被告（ＩＴＴコンチネンタル社）の訴
えを認める最終命令を出した。
　有効な競争の維持は，市場指向型経済の適切な働きには不可欠である。
競争政策は，急速な経済成長，資源の効率的な配置，およびこれらの資源
分配の目標に対して直接の関連を持つ。シャーマン法，クレイトン法，お
よびＦＴＣ法に具体化されたような反トラスト政策は，競争的な経済の維
持を狙いとした主要な政策であり続けている。 1950年以後の期間の大部分
を通じて，これらの諸法律を食品製造業およびその他の産業における水平
的合併に適用するに際しての厳しい執行が行なわれた。この努力は，反ト
ラスト法が競争を維持し高める上において中心的な役割を果たし得ること
を実証している。しかし1980年代以降，既に高度に集中した産業における
大きな市場シェアに関連する価格協定および水平的合併を除く領域では，
連邦反トラスト政策執行の事実上の後退が見られる。これに関連した重要
な問題の１つは，製品拡大と地理的拡大の合併，いわゆるコングロマリッ
ト合併である。ここでの問題は，反合作法の施行よりも法律自体の適切性
であり，コングロマリット企業は現行法規の下では摘発しうるものとは思
われない。本稿で取上げた1981年のイングリス社対ＩＴＴコンチネンタル
社事件判決および1984年のＦＴＣ訴訟却下は，コングロマリット企業事件
の訴追を益々難しくしたが，主要な変革が反トラスト諸機関の執行政策と
立法的解釈に求められることになろう。
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